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2022 地域資源を活かした産業振興

１ 現状と課題
高知県では、これまで磨き上げてきた「自然」

「歴史」「食」の観光基盤を活用した「リョーマの

休日キャンペーン」を展開しており、その魅力を

県内外の多くの方々に体感していただくための

取組として、滞在型観光・体験型観光を推進して

います。

自然を生かした体験や地域ならではの食文化、

歴史資源が楽しめる受入環境整備と観光客の周

遊促進につながる取組が求められています。

２ 施策の展開

滞在型観光・

体験型観光の推

進のため、豊かな

自然環境を活か

したアクティビ

ティやキャンプ

場、自然景観を生

かしたビュース

ポットの整備な

ど、市町村等が取り組む様々な観光拠点整備や観

光客の周遊促進につながる取組を支援していま

す。

また、四国４県で連携し、四国内のグリーン・

ツーリズムのスポットを紹介する HP や SNS の運

営、キャンペーンや研修の実施などにより、誘客

に向けた情報発信を行っています。

「思いっきり四国！88癒しの旅。」キャンペーン

の開催

四国内の農林漁家民宿や農家レストランなど、

グリーン・ツーリズム関連施設を対象施設とする

周遊キャンペーン（期間：令和３年８月～令和４

年１月）を開催し、本県の豊かな自然や滞在型観

光・体験型観光を満喫してもらうための PR を行

いました。

３ 今後の取組

新型コロナウイルス感染症の拡大により、大き

な打撃を受けた本県の観光需要の早期回復を図

るため、新しい生活様式や社会構造の変化などの

ニーズに対応した観光施設の整備を行うととも

に、しっかりと地域経済に波及するよう観光客の

周遊促進につながる取組を進めていきます。また、

本県ならではの自然を活かす SDGs に基づく教育

旅行プログラム等も提供していきます。

１ 概要

温泉法（昭和23年法律第125号）は、温泉の保

護、温泉の採取などに伴い発生する可燃性天然

ガスによる災害の防止、温泉の利用の適正を図

り、公共の福祉の増進に寄与することを目的と

しています。

温泉の掘削や増掘、動力を装置する場合又は

温泉を採取する場合には都道府県知事の許可、

温泉を公共の浴用又は飲用に供する場合には、

都道府県知事又は保健所設置市長の許可が必要

となります。

・令和３年度の許可件数

温泉掘削０件、動力装置１件、増掘０件、

採取１件、利用４件（高知市を除く）

滞在型観光・体験型観光の推進

（地域観光課）

温泉の保護と利用 （薬務衛生課）
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１ 現況

自然公園は、国立公園・国定公園・都道府県立自

然公園の総称であり、その指定の目的は、優れた自

然風景地を保護するとともに、その利用の増進を図

り、国民の健康、休養及び教化に役立てることにあ

ります。

国立公園は、我が国を代表する優れた自然の風景

地を環境大臣が指定したもので、全国で 34 か所指

定されています。本県には、「足摺宇和海国立公園」

があります。

国定公園は、国立公園に準ずる優れた自然の風景

地を都道府県知事の申し出によって環境大臣が指

定したもので、全国で 57 か所指定されています。本

県には「室戸阿南海岸国定公園」「剣山国定公園」「石

鎚国定公園」の３か所があります。

都道府県立自然公園は、都道府県内の優れた自然

の風景地を知事が指定したもので、全国で 311 か所

指定されています。本県には、「手結住吉」「奥物部」

「白髪山」「横倉山」「横浪」「入野」「宿毛」「龍河洞」

「中津渓谷」「須崎湾」「興津」「安居渓谷」「四国カ

ルスト」「北山」「魚梁瀬」「梶ヶ森」「鷲尾山」「工石

山陣ヶ森」の 18 か所の県立自然公園があります。

また、海域公園地区は、国立公園又は国定公園区

域内の海域で景観の優れた地域を環境大臣が指定

したものです。本県には、足摺宇和海国立公園内の

「竜串」「沖の島」「樫西」「尻貝」「勤崎」の５地区、

13 か所があります。

※自然公園の箇所数：令和４年３月 31日現在

２ 利用状況
令和２年の利用者数（推計）は 6,812 千人と対前

年比で 812 千人増加しました。

（ ）は前年比

３ 保護管理

・自然公園指導員制度

自然公園の風景地を保護し、その利用の適正化、

特に動植物の愛護、自然環境の美化清掃及び事故

の予防などについて利用者への指導を行うため、

環境省及び県委嘱の自然公園指導員が、国立・国定

公園及び主要な県立自然公園においてボランティ

ア活動を実施しています。

４ 施設整備
自然とのふれあいを求める人々のニーズに適切

に対応するため、多様な自然環境を保全しつつ、

安全で快適な利用施設の整備や改修を進めていま

す。

令和３年度には、四国カルスト県立自然公園内

の津野町天狗高原にあるカルスト学習館の再整備

を実施しました。また、足摺宇和海国立公園の竜串

園地の老朽化したトイレの洋式化及び手洗いの自

動水栓化等の改修を行いました。

国 立 公 園 2,726 千人(+1,569 千人)

国 定 公 園 1,471 千人(▲235 千人)

県立自然公園 2,615 千人(▲522 千人)

合 計 6,812 千人(+812 千人)

自然公園 （自然共生課）

カルスト学習館（津野町）足摺宇和海国立公園の柏島（大月町）
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令和４年３月末現在自然公園指定状況・面積（陸域）など

海域公園指定状況

区分

公園区分

高 知 県 全 国

箇

所

数

面 積

（ha）

県民１人

当たり面積

本県総面
積に対す
る 割 合

箇所数

面 積

（ha）

人口１人

当たり面積

国土総面
積に対す
る 割 合

国立公園 １ 6,041 88 ㎡ 0.85％ 34 2,194,931 175 ㎡ 5.81％

国定公園 ３ 8,133 119 ㎡ 1.14％ 57 1,445,150 115 ㎡ 3.82％

県立自然公園 18 33,330 487 ㎡ 4.69％ 311 1,948,730 155 ㎡ 5.16％

計 22 47,504 694 ㎡ 6.69％ 402 5,588,811 445 ㎡ 14.79％

公 園 名 海域公園地区名 位 置 指定年月日 箇所数 面積（ha） 備 考

足 摺 宇 和 海

国 立 公 園

竜 串 土佐清水市 昭和 47.11.10 ４ 49.1

竜串地区は

昭和 45.７.１及び

昭和 46.１.22 足摺

国定公園の時代に

指定されたもの

沖の島 宿毛市 〃 ５ 36.3

樫 西 大月町 〃 ２ 16.8

尻 貝 〃 平成７.８.21 １ 10.4

勤 崎 〃 〃 １ 8.3

計 13 か所 120.9

※日本の人口、国土面積
人口 令和３年 10 月１日現在 総務省統計局 本県 684 千人 全国 125,502 千人
面積 令和３年 10 月１日現在 国土地理院 本県 710,360ha 全国 37,797,463ha
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名 称 指定年月日 所 在 地

面 積

保 全 対 策
特別地区

普通

地区
計

鹿 島

(県指定)

昭 和 55.

８.15

幡多郡黒潮

町佐賀
4.7ha ― 4.7ha

暖温帯の常緑広葉

樹林の極盛相林

笹ヶ峰

(国指定)

昭 和 57.

３.31

いの町本川
504.0ha(うち 226.0ha

野生動植物保護地区)
―

504.0ha

(うち 226.0ha 野生動

植物保護地区)
冷温帯のブナ林の

気候的極盛林と亜

寒帯林の南限
愛媛県内

33.0ha(全地域野生動植

物保護地区)
―

33.0ha(全地域野生動

植物保護地区)

自然環境保全地域 （自然共生課）

自然環境保全地域一覧表

１ 概要

特に自然環境が優れた地域を将来にわたって

保全するため、国が自然環境保全法、県が高知

県自然環境保全条例に基づき、「自然環境保全

地域」を指定しています。

地域内における工作物の新築、増改築や、土地

の形質の変更及び木竹の伐採などの行為につい

ては制限があり、これらの行為を行う場合は、許

可申請あるいは届出が必要です。

鹿島自然環境保全地域（黒潮町）
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１ 概要

郷土の雄大な自然の中で、子どもたちが自由に

遊びながら、自然から学び、逞しく、心豊かに育っ

て欲しいとの願いを込めて、昭和 54年の国際児童

年を記念して香南市(旧香我美町及び旧夜須町)の

月見山に、敷地面積 20ha、総事業費 310,329 千円

で整備され、昭和 55 年 10 月に開設されました。

管理運営は、平成 18年８月から情報交流館ネッ

トワークを指定管理者に指定して行っています。

自然に親しむための大切なマナーを身につける

ことを目的として、園内にはくずカゴを設置せず、

ゴミの持ち帰り運動を推進しています。

２ 主な施設
（１）全体図

（２）フィールドアスレチックコース

※月見山こどもの森ホームページ

https://www.tukimiyama.sakura.ne.jp/

令和２年度にＨＰをリニューアルしました。

３ 令和２年度の主な活動実績
（１）環境教育・体験学習

ア 森の学校

月見山でのんびりと自然に触れ合う体験を

実施しました。

・木工教室

・木の実クラフト

・クリスマスリースづくり

イ 森と海の学校

毎年取り組んできた道の駅やす（愛称：ヤ・

シィパーク）と共催で実施している森と海の

学校は、新型コロナ感染症対策のため令和２

年度は開催を中止しました。

「クリスマスリースづくり」内で作られたクリス

マスオーナメント

（２）地域との連携

地元住民団体などと連携し事業を行いました。

また、地元ボランティア団体などが開催する子

どもたちを対象としたイベントを積極的に支援

しています。

ミニ 88 カ所の前垂れかけ交換順路整備

（３）出前教室

小学校や各種会館などへの出前教室を実施し

ています。令和２年度は小学校２か所４回、児童

クラブ１か所１回の計５回実施しました。

県立月見山こどもの森 （自然共生課）
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１ 概要

四国のみち（四国自然歩道）は、第３次全国総

合開発計画の自然環境保全に関する計画課題に

指定されたことを受け、国の長距離自然歩道６路

線の１つとして昭和 56 年度から平成元年度まで

に整備されました。

全長 1,545.6ｋｍで、四国霊場をはじめ各地に

点在する身近な自然や歴史に親しみながら、歩い

て四国を一周することができる歩道であり、高知

県ルートは足摺岬や横浪半島などの海岸線や、四

万十川、四国カルスト、龍河洞などの高知を代表

する多彩な自然景観や史跡が組み込まれた全 38

コース、総延長約 440ｋｍとなっています。また、

連絡路を含んだ高知県の全長は約 600ｋｍとなっ

ています。

四国４県の当初整備状況

県 名
関 係

市町村数

ルート

数

全 長（km）
事業費

（千円）
延長 連絡路 計

徳島 19 24 297.4 21.1 318.5 565,282

香川 23 28 265.7 0.0 265.7 454,900

愛媛 25 33 362.5 0.0 362.5 465,409

高知 27 38 440.4 158.5 598.9 459,682

計 94 123 1366.0 179.6 1545.6 1,945,273

四国のみち （自然共生課）

安芸ふるさとのみち看板

手結・月見山のみち
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１ 現状と課題

木は成長する過程で、光合成により大気中の二

酸化炭素を吸収し固定します。このため、森林か

ら伐採された木材を住宅などの建築資材として

利用することは、大気中の二酸化炭素を固定し続

けることになります。

また、木材は、鉄やコンクリートに比べて、材

料を製造する際の二酸化炭素放出量が少ないこ

とから、建築資材として木材を選択することは、

二酸化炭素の排出削減になります。

このようなことから、建築資材への木材利用は、

中山間地域の活性化だけでなく、地球温暖化対策

としても貢献することになります。

高知県には豊富な森林資源がありますが、住宅

（戸建て）における木造率は 92.9％（令和３年度）

と全国平均を上回っているものの、非住宅分野で

ある公共建築物の木造率は 32.4％（令和２年度）

となっており、木材の需要を拡大していくことが

重要です。

２ 施策の展開
（１）実施した取組

ア 住宅分野

住宅においては、県内産乾燥木材を構造材に使

用することを条件とした「こうちの木の住まいづ

くり助成事業」による支援を継続的に行い、良質

で長持ちし、安心して生活できる木造住宅の普及

と県産材の利用促進を図っています。

これまでの取組により、県産材を使用した木造

住宅への助成事業は定着しており、平成 16 年度

からの前身事業も含めると、助成件数累計で４千

戸を超えました。継続的な取組により、戸建て住

宅の木造率も平成 24 年度からは全国平均を上回

っています。

こうちの木の住まいづくり助成事業

イ 非住宅分野

「公共建築物等における木材の利用の促進に

関する法律」の改正により、木材利用を促進する

年 度 H28 H29 H30 R 元 R２ R３

戸数（計） 410 347 313 322 291 265

新築・増築 404 337 303 309 276 254

リフォーム ６ 10 10 13 15 11

建築物の対象が、公共建築物から全ての建築物と

され、これに伴い「県産材利用推進方針」の変更

と、本県の木材利用に関する自主宣言を行いまし

た。

県内全市町村においても「市町村方針」を令和

４年度中に改定する予定です。

県有施設の建築については、原則木造化として

取り組んでおり、令和３年度に建築した県有施設

の木造化率は、100％（２件中２件が木造化）とな

っています。

また、新たな木材需要の拡大を目指して、本県

では平成 25 年度に全国に先駆けて CLT の普及の

取組を開始しました。

CLT は新たな木質建築資材であり、建築物に使

用するにあたっては様々な課題を解決する必要

があるため、設計段階での課題を洗い出し、実施

設計に必要な実証実験などについて支援を行っ

ています。

この他に、フォーラムや技術講習会の開催、CLT

建築物の見学会を開催するなど、CLT 建築の普及

促進・技術向上にも取り組んでいます。こうした

取組により、県内では 35 棟（令和４年３月末現

在）の CLT 建築物が完成しています。

これらの施設では木造化に際して CLT に限ら

ず一般の製材品なども多く使われており、木材

全般の需要拡大につながっています。

（２）実施しようとする取組

住宅分野では、令和元年度から「こうちの木の

住まいづくり助成事業」の木材を対象に JAS 製材

品への支援を開始しており、品質の保証された県

産木材の利用拡大を目指します。

また、非住宅分野では、県有施設の木造化を引

き続き進めるとともに、市町村などに対しても

CLT 建築物をはじめとする木造施設の紹介などを

行い、木造公共施設をはじめ、民間施設における

木材利用を推進します。

このような木材利用の推進の取組を通じ、地球

温暖化防止への寄与にもつなげていきます。

UetaLABO
（令和３年６月完成［CLT を利用］延べ床面積 248m2）

CLT 建築などの県産材利用推進の取組

（木材産業振興課）
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１ 概要

木は、成長過程において大気中の二酸化炭素（CO2）

を吸収し固定します。この機能は伐採された後も続

いており、木材を使って建物などを建築することに

より数十年にわたりCO2を固定することができます。

県産材の利用が温暖化防止に貢献することを数

値化することで、身近に感じていただくとともに、

県産材の需要促進を目指し、平成 20 年度から県産

材木造住宅などを対象に、木材中の CO2固定量を算

定し認証をする CO2 木づかい固定量認証制度に取

り組んでいます。

２ 認証の対象と要件

（１）個人及び建売の県産木造住宅

ア 高知県産材を用いた新築の木造住宅である

こと。

イ 認証申請者が対象となる家屋の建築主であ

ること。

ウ 「こうちの木の住まいづくり助成事業※１」

若しくは「高知県産材住宅ローン※２」を利

用し（予定を含む）、又は「土佐の木の住ま

い普及推進事業※３」の補助要件（１企業あ

たりの補助金額の上限要件を除く。）を満た

すこと。

（２）県有及び市町村有の県産木造公共建築施設

ア 高知県産材を用いた新築の木造公共施設で

あること。

イ 認証申請者は、施設を所管する課長である

こと。

（３）一般建築施設

ア 高知県産材を用いた公共建築施設以外の新

築の木造建築施設であること。

イ 認証申請者は、対象となる施設の建築主で、

認証を希望する者であること。

（４）県産木製品※４

ア 原則として、高知県内で製造される商品で

あること。

イ 認証申請者は、認証を希望する木製品の製

造業者の代表者であること。

３ 高知県 CO2 木づかい固定量認証専門委員会

CO2固定量の認証制度の仕組みづくりや審査基準

などを検討するため、高知県 CO2 木づかい固定量認

証専門委員会を設置しています。

４ 認証状況（令和４年３月末現在）

（１）総認証件数：825 件

令和３年度の認証件数は、公共建築施設が

４件、一般建築施設が 393 件となっています。

（２）認証概要

認証件数の推移

令和３年度も県外のハウスメーカーからの申請

が伸びており、認証件数も増加しています。今後も、

県内外を問わず、積極的な広報活動を実施し、環境

貢献の見える化と、県産材需要の促進を図ります。

年度 認証件数

平成 20 年度～

平成 27 年度
202

平成 28 年度 22

平成 29 年度 ９

平成 30 年度 14

令和元年度 ４

令和２年度 177

令和３年度 397

合計 825

CO2木づかい固定量認証制度

（自然共生課）

高知県 CO2 木づかい固定量認証専門委員会

※一般建築施設は平成 27 年度から認証対象に追加されました
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（３）認証までの流れ

５ 令和３年度に認証した公共施設

（１）県有施設
ア 中村警察署黒潮駐在所

（２）市町村有施設
ア 学童保育施設（宿毛市）

イ 中土佐町立久礼保育所

ウ 楠目小学校児童クラブ

中土佐町立久礼保育所

楠目小学校学童クラブ

申
請
者

申請
・申請書

・県産材使用明細書

・使用木材の納品書

・建物の写真

高
知
県

固定量計算

認 証

証書発行

申
請
者

受取

＜CO2 木づかい固定証書＞

－用語解説－

※１ こうちの木の住まいづくり助成事業

高知県内で新築、増築、リフォームを行う木造住宅に

対し、補助を行う事業です。

※２ 高知県産材住宅ローン

四国銀行が行っているローンで、高知県内で製材され

た国産の木材を住宅の構造材に 50%以上用いた住宅な

どに対し、「新規実行金利」、「店頭表示金利」より金利

を引き下げるものです。

※３ 土佐の木の住まい普及推進事業

土佐材パートナー企業※５として高知県外において高

知県産材の普及活動に努めていただいたうえで、県産材

を利用した建築などをしていただいた場合に、その県産

材利用量などに応じて補助を行う事業です。

※４ 県産木製品

県内で製造されたスギ又はヒノキなどの木製の家具、

小物などをいいます。

※５ 土佐材パートナー企業

高知県に登録された、高知県外で高知県産材を使用し

た住宅などの建築を促進するため、自ら積極的に県産材

の PR 活動を実施する工務店などのことです。

審 査
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